
■統計業務における醍醐味！
　総務省における醍醐味！

　様々な行政課題を処理するためには、予算を確保するだけでなく、組織や人といった業務を処理する体制を整備す

る必要があります。各府省は、予算を必要とする場合には、財務省に要求しますが、機構（庁・局・課といった組織）や定

員（人）を必要とする場合には、総務省（行政管理局）に要求します。

　このように、行政管理局は、毎年度の予算編成過程で、要求内容を精査し、機構の新設改廃、定員の増減を決定する

役割を担っています。機構の新設改廃に当たっては、行政機構が膨張することのないよう、スクラップ・アンド・ビル

ド（既存組織の合理的再編成）の原則に従って、要求内容を精査します。定員については、概ね5年ごとに策定する定

員合理化計画に基づき、各府省から計画的に合理化する定員を出してもらいます。行政管理局では、これらの合理化

分を一旦プールし、これをいわば原資として、行政需要の増大する分野に定員を重点的に配分しています。このほか、

独立行政法人制度の企画立案、独立行政法人の新設や業務追加に関する審査を行う役割も担っています。
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　機構・定員等の管理というのは、簡素で効率

的な体制で、より質の高い行政サービスを提

供していく上で、非常に重要な機能です。簡素

で効率的というと、ただ機構や定員を減らせ

ばいいようにも聞こえますが、そうした単純

なものではなく、行政需要の増大している分

野、反対に業務量が減少している分野を的確

に見極めながら、増やすべきところは増やし、

減らせるところは減らすことが求められま

す。各府省は、それぞれ懸案事項を抱えていま

すので、機構や定員を増やしてほしいという

要望は切実です。しかし、そうした要望にすべ

て応えられるかというと、我が国の財政状況

を考えても分かるとおり、難しいのが現状で

す。そうした中で、行政管理局では、各府省か

らよく話を聞いた上で、政府全体として、どの

ような分野に機構や定員といった資源を重点

的に配分すべきか、基本的な方針を定め、府省

ごとに機構の新設改廃、増員などを決めてい

きます。最近の事例を挙げると、機構について

は観光庁、消費者庁を新設したほか、定員につ

いては、治安、徴税、安全・安心などの分野に重

点配分をしています。こうした一連の業務は、

決して簡単なものではありません。各府省と

議論を重ね、まとめ上げていくというのは、非

常にエネルギーを要する困難かつ地道な作業

です。しかしながら、時代の変化に応じて、政

府組織のグランドデザインを描いていくとい

うところに、この仕事の醍醐味があるのでは

ないかと思います。

　総務省に入省して17年が経とうとしてい

ますが、振り返ってみると、行政改革あるいは

行政刷新というテーマは、常にその時の政権

の最重要課題に位置付けられているのではな

いかと思います。機構・定員等の管理も行政改

革に関連した取組ですが、このほかにも、現在

政府では、独立行政法人改革、電子政府の推

進、行政評価機能の抜本的強化、国の出先機関

の改革、公務員制度改革、政府関連公益法人改

革などに取り組んでいます。私の同期、先輩、

後輩の多くが、これら改革の仕事に取り組み、

省内外で活躍しています。総務省の面白さは、

若いうちから、こうした政府の最重要課題に

責任ある立場で携わることのできる機会が非

常に多いところにあります。

　皆さんの中には、国家公務員を志望するこ

とについてある種の迷いを感じている方もい

るかもしれません。しかし、この変革の時代の

中にあって、行政官の役割は、これまで以上に

重要になってきているのではないかと思いま

す。政治主導になったから、「官」はただ言われ

たことをすればよいということではもちろん

ありません。むしろ、専門家として、困難な課

題にどのように取り組んでいくべきか、柔軟

な発想を持って、「政」に対して具体的な選択

肢を提案していくことが求められているので

はないでしょうか。

　今、総務省は、大臣のリーダーシップの下、

それぞれの部局が意欲を持って業務に取り

組んでいます。霞が関の中でも、最も活気の

ある職場ではないでしょうか。柔軟な発想を

持ち、改革の意欲のある若い皆さんにとっ

て、やりがいのある職場であることは間違い

ありません。

インフレーションによって、1970年代に指

摘されていたビッグバン宇宙論のいくつかの

問題点が解決される。これらの問題の中には、

観測される宇宙が極めて平坦であること（平

坦性問題）、因果律的に結び付きを持たないほ

ど大きなスケールにわたって宇宙が極めて一

様であること（地平線問題）、多くの大統一理

論 (GUT) のモデルで存在が予言されている

空間の位相欠陥が全く観測されないこと（モ

ノポール問題）などが含まれている。インフ

レーション理論の標準的モデルでは、宇宙が

幾何学的に平坦であることや初期宇宙の原始

密度ゆらぎがスケール不変であることを予言

している。これらの予言は（WMAP などによ

る）宇宙マイクロ波背景放射の高精度の観測

結果や（スローン・デジタル・スカイサーベイ

などの）銀河サーベイ観測で得られた銀河分

布のデータによって非常に良い精度で確かめ

られている。インフレーション理論の最も単

純なモデルは約1015GeVという大統一理

論のエネルギー領域を扱うため、インフレー

ション理論は GUT スケールやそれに近い高

エネルギー領域を扱う素粒子物理学にとって

も重要である。1980年代には、インフレー

ションの元となる真空のエネルギーを生み出

す場を大統一理論が予言する特定の場と関連

付けたり、実際の宇宙の観測結果を用いて大

統一理論のモデルに制限を与えようとする試

みが盛んに行なわれた。これらの研究はほと

んど成果を挙げることはなく、インフレー

ションを起こす真空のエネルギー密度を生み

出すような粒子や場（インフラトン）の正体に

ついては謎のままである。インフレーション

理論は主として、高温の初期宇宙の初期条件

について理論が詳細に予言する部分のみが理

解されており、その背後にある素粒子物理学

についてはアドホックなモデル化が行なわれ

ているに留まっている。

インフレーションの時代の後には、初期宇宙

の 高 温 の 放 射 を 生 み 出 し た 再 加 熱  

(reheating) の時代が存在したはずである。

この再加熱の原因についてはほとんど分かっ

ていないが、最近ではインフレーションの終

了期にインフラトンが他の粒子に崩壊する過

程が共鳴的に起きたことで再加熱が起きたと

するパラメータ共振モデルなどが提唱されて

いる。

最近の宇宙マイクロ波背景放射の観測では、

様々な競合理論よりもインフレーション理論

をより強く支持する結果が得られている 

[3]。インフレーションモデルに残されている

理論的問題点の一つは、インフレーションを

引き起こす場のポテンシャルを微調整しなけ

ればならないという点である。もしインフラ

トンが大きな真空のエネルギーを持つとすれ

ば、その質量は小さく（またそのコンプトン波

長は大きく）なければならない。しかし高エネ

ルギー領域の物理学では数多くのスカラー場

が存在すると考えられており、超弦理論に

限っても、インフラトンやインフラトン場の

候補となる粒子やスカラー場は数多く存在し

ている。

一方、現実世界で、スカラー場が見つかってい

ないことを考慮すれば、インフラトンの候補

として必ずしもスカラー場に限定する必要は

ないのかもしれない。例えば、ゲージ理論に出

現する多重項を実効的な「インフラトン」とす

るモデルも近年提唱されている。
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定員合理化計画の策定
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各府省への合理化目標数の提示、厳しい折衝を経て、
7月に閣議決定

機構・定員要求の審査
各府省からの要求内容の精査、
政務三役への審査方針の確認、各府省との折衝

機構・定員審査結果の取りまとめ
来年度予算の概算決定に併せて、取りまとめ

独立行政法人通則法改正案の立案、
国会提出
立案方針の策定、内閣法制局の審査、
各省協議等を経て法案を国会に提出
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（21年度の例）
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定員合理化計画の策定
各府省の定員事情の把握、基本方針の策定、
各府省への合理化目標数の提示、厳しい折衝を経て、
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各府省からの要求内容の精査、
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機構・定員審査結果の取りまとめ
来年度予算の概算決定に併せて、取りまとめ


